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(57)【要約】
【課題】量産化を視野に入れ、金属材料の精密せん断打
抜き抜き加工方法、特にその主流であるファインブラン
キング法に替わる新せん断打抜き加工法を用いた金属製
品の製造方法、さらに、従来の切削加工やウォータジェ
ット切断加工などの高エネルギー加工から、全プレス加
工へ工法転換した製造方法を提供する。
【解決手段】金属板材の打抜き用ポンチの外周とダイの
内周との間のクリアランスを前記金属板材の板厚の０．
５％以下の微小クリアランスとし、束縛治具で前記金属
板材を束縛しつつ高速打抜き時の冷却抜熱を行って素形
品を成形する、精密打抜き法とは異なる新せん断打抜き
加工を用いることを特徴とする新せん断打抜き加工法を
用いた金属製品の製造方法とした。
【選択図】図９
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
金属板材の打抜き用ポンチの外周とダイの内周との間のクリアランスを前記金属板材の板
厚の０．５％以下の微小クリアランスとし、束縛治具で前記金属板材を束縛しつつ高速抜
熱を行って素形品を成形する、精密打抜き法とは異なる新せん断打抜き加工を用いること
を特徴とする新せん断打抜き加工法を用いた金属製品の製造方法。
【請求項２】
前記新せん断打抜き加工は、１００ｍｍ／ｓｅｃ以上の高速にて前記金属板材を連続打抜
きするとともに、前記新せん断打抜き加工の金型が抜熱冷却機能を有することを特徴とす
る請求項１に記載の新せん断打抜き加工法を用いた金属製品の製造方法。
【請求項３】
前記新せん断打抜き加工には、マルチアクションダイ及びサーボダイクッションを使用し
て多重作動しつつ前記素形品の板押え面圧及び背圧制御するとともに、プレス機のサーボ
化を計り打抜き速度及びモーション制御を含むことを特徴とする請求項１に記載の新せん
断打抜き加工法を用いた金属製品の製造方法。
【請求項４】
前記新せん断打抜き加工に続いて、前記素形品を、鍛造加工でより高精度な加工品に成形
することで、前記金属製品の切削加工やウォータジェット加工をプレス加工へ工法転換し
たことを特徴とする請求項１に記載の新せん断打抜き加工法を用いた金属製品の製造方法
。
【請求項５】
前記鍛造加工を、前記素形品を、熱間・温間・冷間鍛造温度域とも異なる２００℃以下に
おける低温域温度制御によって青熱脆化を回避し加工品に成形する、熱間・温間・冷間鍛
造のいずれとも異なる鍛造加工としたことを特徴とする請求項４に記載の新せん断打抜き
加工法を用いた金属製品の製造方法。
【請求項６】
前記鍛造加工の低温域温度制御は、前記素形品の表面酸化被膜の生成を極小化する温度制
御であることを特徴とする請求項５に記載の新せん断打抜き加工法を用いた金属製品の製
造方法。
【請求項７】
前記鍛造加工の低温域温度制御は、前記素形品の塑性流動性を容易化する温度制御である
ことを特徴とする請求項５に記載の新せん断打抜き加工法を用いた金属製品の製造方法。
【請求項８】
前記鍛造加工で使用する金型は、焼付き防止のため、表面改質された金型で、かつ前記被
加工材に温度非依存型潤滑性能を有する固形被膜潤滑剤を使用することを特徴とする請求
項５に記載の新せん断打抜き加工法を用いた金属製品の製造方法。
【請求項９】
前記鍛造加工には、プレス機のサーボ化を計り速度及びモーション制御を含むことを特徴
とする請求項５に記載の新せん断打抜き加工法を用いた金属製品の製造方法。
【請求項１０】
前記金属板材は、粒径が数１０μｍの細粒結晶組織からなることを特徴とする請求項１に
記載の新せん断打抜き加工法を用いた金属製品の製造方法。
【請求項１１】
（Ａ）金属板材から素形品を成形するために、微小クリアランスとする金型と、前記金型
での高速・連続の新せん断打抜き加工による発熱を逃がす抜熱用冷却装置と、前記金属板
材移動を防ぐ束縛治具と、複数系統の外力負荷を制御するマルチアクションダイと、前記
金属板材の板押え及び面圧制御用サーボダイクッションと、前記金属板材の速度・モーシ
ョンを制御するサーボ機構をプレス機に搭載する、精密打抜き法とは異なる新せん断打抜
き加工と、
（Ｂ）前記素形品の製品形状の加工品を成形するために、前記素形品の青熱脆化回避と塑
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性流動容易化を計るための前記金型及び前記素形品の温度制御を行う加熱装置と、前記素
形品の成形性向上と表面酸化極小化のために表面改質した金型と、前記素形品と金型間の
焼付きを防止するための温度非依存固形被膜タイプの潤滑剤と、前記新せん断打抜き加工
した素形品の速度及びモーションを制御するサーボ機構をプレス機に搭載する、熱間・温
間・冷間鍛造のいずれとも異なる鍛造加工とからなり、
前記金属製品の切削加工やウォータジェット加工をプレス加工へ工法転換したことを特徴
とする新せん断打抜き加工法を用いた金属製品の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、金属材料の精密せん断打抜き抜き加工方法、特にその主流であるファインブ
ランキング法に替わる新せん断打抜き加工法を用いた金属製品の製造方法、さらに従来の
切削加工やウォータジェット加工からプレス加工へ工法転換した、金属製品の製造方法に
関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　いわゆる「慣用打抜き」ではクリアランスが板厚の１０～２０％が必要であり、高精度
品の製造は不可能であった。また、ファインブランキング法を典型とする現用精密打抜き
法は素材の種類や板厚の影響を受ける。近年、精密機械部品や電気・電子部品、あるいは
先端素粒子加速器部品など、精密せん断打抜き加工に要求される精度や品質がますます厳
しくなってきた。その際にファインブランキング法が内包する問題は、高価な専用機と、
高級材からなるＶノッチつきの高価な特殊金型を要すること、作業難度が高いこと、そし
てメインテナンスが容易でないこと等である。さらに、その技術要素に起因する、難量産
性と製品の高コスト化が深刻な問題となっている。
【０００３】
　近時、ヒッグス粒子の発見やビッグバン及びインフレーション理論の進展もあり、３０
～５０ｋｍに及ぶ長大な線形加速器である国際リニアコライダー（ＩＬＣ）建設計画が鋭
意進められている。ＩＬＣの中核をなすのが超伝導高周波加速空洞であり、その構成単位
となる装置を「９連空洞」と称する。ＩＬＣ　では、この装置を約１万７，０００台必要
とする。図１に示すように、９個のセルからなるセンター部品２と、両エンドグループ部
品３からなる。エンドグループ部品３は電力の入力やモニターのためのポート類（ビーム
パイプ３ａ，ポートパイプ３ｂ）のほかに、複雑形状を有するＨＯＭ（高調波）カプラー
３ｃ等から構成される。
【０００４】
　ＨＯＭカプラー３ｃは、図２に示すように、ＨＯＭカップ４とＨＯＭアンテナ５が一体
化されたものである。即ち、粒子ビームが電磁加速され、空洞内を通過するときにＨＯＭ
（高調波）を励起してしまい、ビームの加速を阻害するため、空洞外に吸い出して減衰さ
せる必要がある。この機能を受け持つのがＨＯＭカプラー（高調波減衰器）である。
【０００５】
　９連空洞のセンター部品２もエンドグループ部品３も使用素材は、希少金属の純ニオブ
である。主たる理由は、純ニオブは超伝導遷移温度が９．２Ｋと高く、これを２Ｋで使用
することにより、最重要な超伝導特性、即ち粒子ビームの易加速性を向上するための単位
長さあたりの加速電圧を高く取れる可能性が大きいことによる。
【０００６】
　純ニオブは極めて高価、かつ難プレス加工・難切削材料である。その主たる理由は、プ
レス加工については低塑性歪比、切削については工具との凝着現象にある。従来、ＨＯＭ
アンテナ５は、素材から全切削加工もしくはウォータジェット加工等によって作成した素
形品を切削加工によって製品化しているのが実情である。
【０００７】
　また、ＨＯＭカップ４に関しては全切削加工もしくは後方押し出し後切削及び熱処理、
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あるいは複数工程のプレス加工と、工程間の熱処理並びに加工後熱処理の挿入によってい
る。
【０００８】
　従って、いずれも生産性及び経済性の点で、深刻な課題を内包しており、これらの課題
解決のため、先進的なプレス加工法への工法転換が強く期待されている。
【０００９】
　そこで、発明者等は、ＨＯＭカップ４について、超深絞り加工に工法転換する技術につ
いて研究し、既に国内及び国際特許出願（特許文献１及び２）をしている。
【００１０】
　しかしながら、ＨＯＭアンテナ５は、図２（Ｄ）の外観図からも推察されるように、プ
レス加工化に関しては「難加工形状品」であり、かつ純ニオブ素材は、機械切削加工やプ
レス加工のいずれにおいても「難加工材」である。そして、ＨＯＭアンテナ５の初期板厚
が１０ｍｍの「厚板」ゆえ、目標とする障壁は高い。
【００１１】
　ＨＯＭアンテナ５において、特に、超伝導特性の適正化を図るために、各部位の距離寸
法が重要である。同時に板厚や辺縁部のＲ寸法にも配慮する必要がある。本来エンドグル
ープ部品３のプレス加工化にあたっては「材料技術」と「塑性加工技術」を同時に配慮す
る必要がある。また、ほぼ四角形状の打抜き穴部分の一部が狭小になっており、応力集中
が生じやすいのでネッキング（くびれ）／亀裂、肉余り／不足、形状出し、残留応力等の
発生が予想され、加工難度が高い。
【００１２】
　さらに、仕上げ工程においてＣＰ（化学研磨）及びＥＰ（電解研磨）を行うが、その負
荷をできるだけ低減するためにも、表面性状や表面もしくはその近傍の異物や微量不純物
元素の付着・侵入にも注意しなければならない。
【００１３】
　そのため、ＨＯＭアンテナ５の切削や高エネルギー加工に属するウォータジェット加工
以外の加工法については、知られておらず、確立もされていない。そして、切削加工やウ
ォータジェット加工からの工法転換による、量産性の飛躍的向上及び製造コストの低減が
強く期待されている。
【００１４】
　ここで期待に沿う手段として、従来工法を全プレス加工に転換するために、「新たなせ
ん断打抜き加工」とそれに続く「新たな鍛造加工」の先進技術による「新たな全プレス加
工」の未だ試みられたことのない発想のもとに、その実現のために開発研究した成果が本
発明である。
【００１５】
ここで既存の慣用せん断打抜き加工、精密打抜き法は除外される。前者では通常打抜きク
リアランスが板厚（ｔ）の５～１０％であるため、所要形状寸法精度を出すことは不可能
であり、後者では高価な専用機と高価な金型費用が発生し、技術難度も高く、生産効率が
問題になる可能性があることによる。
【００１６】
　発明者等は、「新たなせん断打抜き法」の検討に先んじて、まず切削に替えて、高エネ
ルギー加工法の一種である「ウォータジェット加工」での素形品成形の可能性について検
討・評価した。ウォータジェット加工による素形品の加工は、比較的高速化・高能率化が
期待されるところから、後続の切削加工を、周知の「冷間鍛造加工」によってプレス加工
に置き換えられないかを視野に入れつつ、種々の実験・検討を行ったものである。
【００１７】
　その結果、幾つかの技術課題の存在が認識された。主たる問題点は、試作品のＣＰ後の
表面ＳＥＭ観察及びＥＤＸ元素分析によって砥粒の存在と、それらが素地中に埋入されて
いるのが認められたことである（図３）。ＳＥＭ像（図３（Ａ））からは、明らかに数μ
～数１０μの白点が散在しており、その周辺の色調がおそらく応力場により変化している
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。
【００１８】
　ＳＥＭ像中の観察視野（白丸で表示）のＥＤＸ（エネルギー分散型Ｘ線解析）測定チャ
ート（図３（Ｂ））では、白点（粒子群）はアルミナ、シリカ、酸化鉄もしくは酸化マグ
ネシウム等によるものと同定された。これら粒子状異物の存在原因は、素形品製作のウォ
ータジェット切断時に使用する「砥粒」と見なされる。現在のところ、この切断手法を適
用する限り、砥粒の残存は避けられない。
【００１９】
　砥粒の埋入があると、高周波共振モードの発生を促進させる恐れが大きく、空洞性能に
悪影響を与える懸念が拭えないので、この素形品のウォータジェット加工は回避せざるを
得ない。しかも、ウォータジェット加工は、プレスせん断打抜き加工に比べれば、生産性
及び経済性に劣ることも否めない。ＨＯＭアンテナ５であれば、１個の切断素形品を製作
するために、１０分程度の時間を要するゆえ、全切削に比べれば遙かに効率的であるが、
数万個（加速空洞一台にアンテナが２個必要）の量産には難がある。
【００２０】
　他方、素形品の製品形状への加工においては、従来の冷間鍛造が先ず考えられた。しか
し、試験の結果、例えば、ネッキングや寸法不同あるいは応力集中及び形状問題（だれ・
バリ・材料の肉余りや充填不足等）あるいは凝着現象等の問題が確認された。これらに共
通する原因に関わるのは、材料と金型間の「塑性流動」と云ってよい。
【００２１】
　その中で、特に、冷間鍛造試験後の一部に図４に示すようなネッキング現象が発生する
ことは重大問題である。技術的な塑性加工上の冷間鍛造条件を種々変動させた実験を行っ
たが、ネッキング（円内）の発生を回避することはできなかった。
【００２２】
　ネッキングの発生確率がいかに小さくても、これはＨＯＭアンテナ５の機能を損ない、
加速器に使用される全体の内１個であっても加速器が作動しなくなるような重要な問題で
あるため、容認することはできない。
【００２３】
　このネッキングは応力集中によって生じたのは確かだが、材料の強度不足・延性不足・
塑性流動・加工変形過程における変形余裕度不足のいずれが主原因であるかは未詳である
。
【００２４】
　上記砥粒の残存やネッキングは、材料と加工との相互作用によって生じた現象である。
当然ＨＯＭカップ４との組み合わせや電子ビーム溶接（ＥＢＷ）後に共振モードの制御や
超伝導特性等の加速空洞の機能を劣化させることが確実ゆえ、発生を皆無にする必要があ
る。しかし、上述のごとく主因として塑性流動性の問題があることは確かである。そのた
め、材料と加工の両者に配慮した新たなＨＯＭアンテナ５の加工法の検討が、極めて重要
になる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００２５】
【特許文献１】特願２０１３－１５２６８６号
【特許文献２】ＷＯ２０１３／１１５４０１　Ａ１
【特許文献３】特開平０７－４８５８９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００２６】
　そこで、本発明は、量産化を視野に入れ、金属材料の精密せん断打抜き加工方法、特に
その主流であるファインブランキング法に替わる新せん断打抜き加工法を用いた金属製品
の製造方法、さらに従来の切削加工やウォータジェット切断加工などの高エネルギー加工
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から、全プレス加工へ工法転換した、金属製品の製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００２７】
　発明者等は、上記試験、課題を検討した結果、新せん断打抜き加工法、新鍛造加工法を
見出し、さらに、新せん断打抜き加工法で素形品を形成し、新たな鍛造加工法で製品形状
の加工品に成形する組み合わせ技術を創出することによって、本発明を完成するに至った
。
【００２８】
　より具体的には、
　本発明は、上記課題を解決するため、
　（１）
金属板材の打抜き用ポンチの外周とダイの内周との間のクリアランスを前記金属板材の板
厚の０．５％以下の微小クリアランスとし、束縛治具で前記金属板材を束縛しつつ高速打
抜き時の冷却抜熱を行って素形品を成形する、精密打抜き法とは異なる新せん断打抜き加
工を用いることを特徴とする新せん断打抜き加工法を用いた金属製品の製造方法。
　（２）
前記新せん断打抜き加工は、１００ｍｍ／ｓｅｃ以上の高速にて前記金属板材を連続打抜
きするとともに、前記新せん断打抜き加工の金型が抜熱冷却機能を有することを特徴とす
る（１）に記載の新せん断打抜き加工法を用いた金属製品の製造方法。
　（３）
前記新せん断打抜き加工には、マルチアクションダイ及びサーボダイクッションを使用し
て多重作動しつつ前記素形品の板押え面圧及び背圧制御するとともに、プレス機のサーボ
化を計り打抜き速度及びモーション制御を含むことを特徴とする（１）に記載の新せん断
打抜き加工法を用いた金属製品の製造方法。
　（４）
前記新せん断打抜き加工に続いて、前記素形品を、鍛造加工でより高精度な加工品に成形
することで、前記金属製品の切削加工やウォータジェット加工をプレス加工へ工法転換し
たことを特徴とする（１）に記載の新せん断打抜き加工法を用いた金属製品の製造方法。
　（５）
前記鍛造加工を、前記素形品を、熱間・温間・冷間鍛造温度域とも異なる２００℃以下に
おける低温域温度制御によって青熱脆化を回避し加工品に成形する、熱間・温間・冷間鍛
造のいずれとも異なる鍛造加工としたことを特徴とする（４）に記載の新せん断打抜き加
工法を用いた金属製品の製造方法。
　（６）
前記鍛造加工の低温域温度制御は、前記素形品の表面酸化被膜の生成を極小化する温度制
御であることを特徴とする（５）に記載の新せん断打抜き加工法を用いた金属製品の製造
方法。
　（７）
前記鍛造加工の低温域温度制御は、前記素形品の塑性流動性を容易化する温度制御である
ことを特徴とする（５）に記載の新せん断打抜き加工法を用いた金属製品の製造方法。
　（８）
前記鍛造加工で使用する金型は、焼付き防止のため、表面改質された金型で、かつ前記被
加工材に温度非依存型潤滑性能を有する固形被膜潤滑剤を使用することを特徴とする（５
）に記載の新せん断打抜き加工法を用いた金属製品の製造方法。
　（９）
前記鍛造加工には、プレス機のサーボ化を計り速度及びモーション制御を含むことを特徴
とする（５）に記載の新せん断打抜き加工法を用いた金属製品の製造方法。
　（１０）
前記金属板材は、粒径が数１０μｍの細粒結晶組織からなることを特徴とする（１）に記
載の新せん断打抜き加工法を用いた金属製品の製造方法。
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　（１１）
（Ａ）金属板材から素形品を成形するために、微小クリアランスとする金型と、前記金型
での高速・連続の新せん断打抜き加工による発熱を逃がす抜熱用冷却装置と、前記金属板
材移動を防ぐ束縛治具と、複数系統の外力負荷を制御するマルチアクションダイと、前記
金属板材の板押え及び面圧制御用サーボダイクッションと、前記金属板材の速度・モーシ
ョンを制御するサーボ機構をプレス機に搭載する、精密打抜き法とは異なる新せん断打抜
き加工と、
（Ｂ）前記素形品の製品形状の加工品を成形するために、前記素形品の青熱脆化回避と塑
性流動容易化を計るための前記金型及び前記素形品の温度制御を行う加熱装置と、前記素
形品の成形性向上と表面酸化極小化のために表面改質した金型と、前記素形品と金型間の
焼付きを防止するための温度非依存固形被膜タイプの潤滑剤と、前記新せん断打抜き加工
した素形品の速度及びモーションを制御するサーボ機構をプレス機に搭載する、熱間・温
間・冷間鍛造のいずれとも異なる鍛造加工とからなり、
前記金属製品の切削加工やウォータジェット加工をプレス加工へ工法転換したことを特徴
とする新せん断打抜き加工法を用いた金属製品の製造方法。
とした。
【発明の効果】
【００２９】
　本発明は、金属板材を出発材料として、切削加工やウォータジェット加工を用いること
なく、また精密打抜き法を用いることなく、素形品を成形する新せん断プレス打抜き加工
を用いた金属製品の製造方法を提供することができ、現用ファインブランキング法の技術
課題を解決し、難生産性・高コスト化を解消することができる。さらに、鍛造、例えば、
既存の熱間／温間／冷間鍛造法のいずれにもよらない加工品を成形する鍛造加工の連携技
術によって、各種金属製品を成形することができる。対象金属製品として、例えば、精密
機械部品、電気・電子分野の精密部品、素粒子加速器などの先端分野の異形精密部品など
多岐にわたる金属製品が例示できる。
【００３０】
　その結果、ウォータジェット加工による砥粒埋入問題、冷間鍛造によるネッキングの問
題が解消され、高価な金属材、例えば純ニオブ、あるいは種々の鉄鋼材料や非鉄金属材料
において、その使用量を削減し、素材コストを抑えることができる。さらに、プレス成形
で、要求精度にもよるが、仕上げ処理前の加工品とすることもでき、あるいは仕上げ処理
（仕上げ切削）を大幅に低減することが可能になるため、製造時間の短縮が図られるので
、大幅な製造コストを抑えることが可能になるとともに、安定的量産・部品供給に寄与す
るところ大である。当該技術は、ニオブ製品に限らず、例えば、冷延鋼板、ステンレス、
鋼、鉄、非鉄金属材料など、各種金属材に応用できる。また、加速器関連部品であっても
、安定した加速器の運転を保障することができる。
【図面の簡単な説明】
【００３１】
【図１】純ニオブ製エンドグループを取り付けた超伝導高周波９セル加速空洞の写真であ
る。
【図２】超伝導高周波加速空洞の純ニオブ製エンドグループを構成するＨＯＭカプラーと
、ＨＯＭカプラーを構成するＨＯＭカップ及びＨＯＭアンテナの模式図である。
【図３】従来の厚肉純ニオブ板材のウォータジェット加工の説明図である。（Ａ）はウォ
ータジェット加工によって成形された素形品の表面のＳＥＭ電子顕微鏡写真、（Ｂ）は（
Ａ）の白円内の粒子のＥＤＸ元素分析結果である。
【図４】従来のウォータジェット加工によって成形された素形品の冷間鍛造加工によって
成形された加工品の写真である。（Ａ）外観像、（Ｂ）は（Ａ）の円内の接写画像である
。（Ｂ）でネッキングの発生が認められる。
【図５】せん断打抜き加工における厚肉純ニオブ材の束縛方法の一例である。（Ａ）は素
材、工具とともに示した（Ｂ）のＢ－Ｂ‘断面模式図、（Ｂ）は（Ａ）のＡ－Ａ’矢視模
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式図である。
【図６】純ニオブの青熱脆性現象を示す図である。
【図７】本発明のプレス加工に用いられた各種制御機構と金型を搭載したサーボプレス機
及び加熱・冷却制御装置の外観写真である。
【図８】本発明によるせん断打抜き素形品（Ａ）、鍛造加工品（仕上げ前）（Ｂ）の写真
である。
【図９】ステンレス鋼板から新せん断打抜き加工法で得た素形品（Ａ）、新鍛造加法で得
た鍛造品（Ｂ）、（Ｂ‘）、及び切削加工を施したノズルベーンの斜視図（写真）である
。
【発明を実施するための形態】
【００３２】
　以下、図５，６に基づき、本発明について詳細に説明する。
【００３３】
　本発明である荷電粒子の加速に用いられる超伝導高周波加速空洞の純ニオブ製エンドグ
ループ部品３のうちＨＯＭアンテナ５は、本願手段による新たなせん断打抜き加工法（１
）と、新たな鍛造加工法（２）とから製造され、従来の切削加工やウォータジェット加工
からプレス加工への工法転換を可能にする。
【００３４】
（１）せん断打抜き加工
　せん断打抜き加工は、厚肉純ニオブ板材５ａから素形品５ｂを成形する工程で、ダイ６
ａとポンチ６ｃとの隙間（クリアランス）の微小化、厚肉純ニオブ板材６の束縛手段、高
速打抜き手段、抜熱冷却手段、マルチアクションダイ、サーボダイクッション、プレス機
のサーボ制御を含み、各手法の適切な組み合わせからなる。以下にそれらの手段／効果に
ついて説明する。
【００３５】
・微小クリアランス６ｅ
　図５（Ａ）に示すように、微小クリアランス６ｅは、高精度のせん断打抜き品を得るた
めに、ダイ６ａとポンチ６ｃの隙間を被加工材板厚（ｔ）の０．５％以下の微小に設定す
るものである。慣用打抜きでは、板厚（ｔ）の１０～１５％が通常であり、既存の精密打
抜き（ＦＢ）法ではｔ≦０．５％である。しかしＦＢ法では、高価なＦＢ（油圧）プレス
機とＶ字突起を形成する等が必要な特殊金型を要すること、打抜きスピードが遅いこと、
さらにプレス機の操作に熟練を要すること等の問題がある。
【００３６】
　他方、本発明は、下記する創案によって、慣用打抜きにも、ＦＢ法にも該当しない、厚
肉純ニオブ板材５ａのごとき難プレス加工材に適応できる新たなせん断打抜き加工法を提
供する。
【００３７】
・束縛手段６
　この手段は、図５に例示するように、例えば、厚肉純ニオブ板材５ａを通常のＦＢ法に
採用されているＶ字突起方式の特殊金型を採用することなく、厚肉純ニオブ板材５ａのふ
くれや素形品５ｂの板厚変動を抑制、制御するものである。
【００３８】
　例えば、図５に示すごとく、厚肉純ニオブ板材５ａに通常の板押え荷重Ｐｂを上下（板
押え６ｄ及びダイ６ａ）から加える。なお、厚肉純ニオブ板材５ａのダレの生成程度に応
じて場合により打抜き荷重Ｐｆに対し逆押え（逆方向）荷重Ｐｐを加える。
【００３９】
　さらに、本発明では、束縛荷重Ｆを厚肉純ニオブ板材５ａに加える。束縛荷重Ｆは、長
方形素材である厚肉純ニオブ板材５ａの長手側面に加えられる第一側面束縛力Ｆ１と、短
手側面に加えられる第二側面束縛力Ｆ２とからなる。なお、Ｆ１’はＦ１の反荷重、Ｆ２
’はＦ２の反荷重である。
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【００４０】
　この際、
　　　　　　　　　Ｐｂ＝Ｆ１＋Ｆ２　　　　　　　　　　式（１）
の関係を維持するように制御するのが要諦である。その結果、せん断打抜き時の厚肉純ニ
オブ板材５ａの板厚変動を必要十分な程度に抑制することができる。
【００４１】
　ここで、Ｐｂはサーボダイクッションによって加工中に動的制御することを本発明に含
むことから、原理的にはＦはそれに追随して変動する要因とみなしてよい。
【００４２】
　厚肉純ニオブ板材５ａは、通常のＦＢ法に採用されているＶ字突起方式であっても、通
常の板押えであっても、打抜き時に、移動し、素形品５ｂの板厚減少が起こることを認識
して、かかる発明要素の考案に至ったものである。
【００４３】
・連続高速打抜きと抜熱冷却
　厚肉純ニオブ板材５ａの打抜き時に、ポンチスピードを例えば１００ｍｍ／ｓｅｃ以上
に高速化することにより、せん断打抜き性が向上することを知見した。このような高速化
は、ＦＢ法における油圧サーボ機構では実現できない。そこで、本発明では後述の電気的
サーボ制御機構のプレス機搭載機能によって実現可能にしたものである。
【００４４】
　純ニオブにおいて、高速打抜きで打抜き性が向上するメカニズムは不明だったが、発明
者等は、材料工学的な観点から、純ニオブ材料の加工変形中にミクロすべりとそのタング
リング（もつれ）の影響がおもに歪みとして積層欠陥エネルギーの低下による交叉すべり
の容易化によって減殺するためであることを知見した。
【００４５】
　他方、打抜きスピードを高速化し、かつ連続加工すると、外力の熱エネルギーへの変換
量が増加・蓄積して、発熱現象が生じ、金型温度が上昇する。すると金型と厚肉純ニオブ
板材５ａの表面で相互の原子間相互作用が増加するとともに、潤滑剤や金型表面改質被膜
の化学変化、主として酸化反応が起こり、「焼付き現象」が生じるので、連続せん断打抜
き中に、被加工材料と金型の「抜熱」が必要になる。そのため、温度制御装置で、金型を
冷却し、熱伝導で被加工材の冷却を行わなければならない。
【００４６】
・マルチアクションダイ
　プレス機は通常２軸外力加工（スライドと板押え）形式が基本であるが、ＦＢ法のよう
な複雑な機構によらずに、慣用プレス機にサーボ機能を付加した装置マルチアクションダ
イを搭載することで、スライド力に対して反対方向の「対抗力」（第３番目の軸力）の作
動が可能になり、ノックアウト機能として兼用することができる（３軸外力加工化）。
【００４７】
　微小クリアランス６ｅで高精度な素形品５ｂを成形するには、かかる簡略な複動化の工
夫の効果は無視できない（図５のＰｐに相当する）。その結果、せん断打抜き加工装置の
初期投資を抑え、生産性向上と相俟って、素形品５ｂの製品コストを低く抑えることが可
能になる。
【００４８】
・サーボダイクッション
　厚肉純ニオブ板材５ａのせん断打抜き時の板押え荷重（面圧）を、せん断打抜き加工中
に可変にして、せん断打抜き性の向上を図るために搭載する。加工時間が短いため、かか
る動的可変動作を行うことには困難が伴うが、フィードバックセンサーの応答速度の改良
によって実用化を可能にした。当該機構は、他の構成と併用することで、相乗作用を発揮
し、高精度・高能率のせん断打抜き加工を可能にする。
【００４９】
・サーボ（速度・モーション）制御
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　プレス加工においては、すでに知られた手法・装置であるが、高速・連続せん断打抜き
や速度制御やモーション制御を有効利用することを特徴とする本願発明においては大切な
要素であり、せん断打抜き加工において、かかる発想は従来存在しない。
【００５０】
　（２）鍛造加工
　次いで、鍛造加工は、素形品５ｄを製品形状の加工品５ｃに成形する工程で、低温域温
度制御（青熱脆化抑制、表面酸化被膜極小化、塑性流動容易化）、微細結晶純ニオブ材の
選択、表面改質された金型、適正潤滑油、プレス機のサーボ制御を含む、各手法の適切な
組み合わせからなる。以下に、それらの手段／効果について説明する。素形品に、鍛造加
工後或いは鍛造加工に換え、従来の後処理、或いは仕上げ処理を施すことで完成品になる
。
【００５１】
・低温度域温度制御
　純ニオブの青熱脆化、表面酸化被膜の極小化、塑性流動容易化のために、室温（ＲＴ）
を超えた温度（室温を含まない温度）～２００℃の低温域で温度制御する。より好ましく
は２０℃より高く２００℃以下、いっそう好ましくは５０～１５０℃の温度域である。
　従来から、鍛造加工において、温度条件に関連して、
　　熱間鍛造（再結晶温度以上、大略＞８００℃）
　　温間鍛造（３００～８００℃）
　　冷間鍛造（ＲＴ（室温））が知られている。
　本発明のこの低温度域制御の温度範囲は、従来知られているいずれの温度制御領域にも
当てはまらない新たな温度域における温度制御手段であり、難プレス加工材の加工にふさ
わしい新たな鍛造加工法を提供するものである。
【００５２】
・青熱脆性
　純ニオブの静的及び動的機械的特性の温度依存性を広範な領域で調べた結果（図６）、
厚肉純ニオブ板材５ａのプレス加工化の手段と効果に関して貴重な情報が得られ、本願発
明に関わる新たな鍛造法につき重要な要素の創案を得るに至った。
【００５３】
　図６に０～４００℃における純ニオブの静的単軸引張結果を示す。横軸が温度、第一縦
軸（左）が伸び（延性）、第二縦軸（右）が引張強さ（強度特性）である。ＥＬ（全伸び
）については異なるチャージの結果をプロットしてある。
【００５４】
　これから、純ニオブの静的な機械的特性が温度変化に対して一様には変化（増加・減少
・不変）しないことが分かる。特に２００～３００℃の温度領域で純ニオブの延性・強度
特性ともに急減することが知られた。これを、従来の金属材工学にならって純ニオブの「
青熱脆化」と称する。
【００５５】
　青熱脆化現象が生じると、延性低下による塑性変形能の低下と、強度特性の劣化による
材料の外力に対する変形抵抗の低減を招くことになるから、純ニオブ材の加工性の低下、
即ち応力集中部分のネッキングが生じる危険性が急増する。それゆえ、青熱脆化は鍛造加
工にあたって、絶対に避けなければならない。
【００５６】
　青熱脆化の生成原因は、以下のように考えられる。これは、後述の「細粒化純ニオブの
選択使用」と関連する。図６中の挿入図の斜線丸囲い部の応力－歪線の流動応力変化から
も分かるように、青熱脆化は、純ニオブ素材中の結晶粒界やミクロすべり（歪）生成部位
における侵入型原子（炭素及び窒素）の固体拡散による固着・ブロックによるものである
。
【００５７】
純ニオブのごときフェライト（体心立方結晶（ＢＣＣ））中の拡散現象（拡散係数Ｄ）は
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、温度Ｔに依存する、
　　　　　　Ｄ＝ＤＯ　ｅｘｐ（－Ｑ／ｋＴ）　　　　　　　式（２）
で表される。
　ＤＯ：振動数項，Ｑ：活性化エネルギー，ｋ：ボルツマン定数
【００５８】
　そして、時間ｔにおける原子の拡散距離ｘは、
　　　　　　ｘ＝（Ｄｔ）１／２　　　　　　　　　　　　　式（３）
となる。
【００５９】
　しかるに、２００～３００℃におけるフェライト中の炭素及び窒素のＤは１００～１０
００ｍｍ／ｓｅｃ程度であるから、ミクロすべり速度とマッチングするので、前記固着作
用が生じ、青熱脆化が生じるものと考える。
【００６０】
　そして、後述のように前記「細粒化純ニオブの選択使用」と同時に、「塑性流動の容易
化」も同時に考慮しなければならないのである。
【００６１】
・表面酸化被膜極小化
　純ニオブは酸化物（殆どＮｂ２Ｏ５）の標準生成自由エネルギーΔＧが小さく、酸化し
やすい。スケール（酸化膜）除去として、仕上げ切削（機械的／化学的（Ｃｐ）／電気化
学的（Ｅｐ））等をプレス鍛造製品（場合により仕上げ切削）製作後に行う。とくにＥｐ
は２万台弱つくる予定の“９連空洞”の１台ごとに行う必要がある。よって酸化膜生成を
少しでも減らすことは、ＥＰ処理能力の向上に寄与するから、コストダウンにつながる。
【００６２】
　従って、鍛造温度は室温を超えた温度（室温を含まない温度）～２００℃の間でなるべ
く低値に越したことはないが、同時に青熱脆性の回避及び前記のごとく図６に挿入した応
力－歪線図に示された弾塑性限界近傍の流動応力変化への対応を含む。この原因は青熱脆
化と同じで、前記したように侵入型原子のミクロすべり歪の固着によるものであるが、時
効現象とも称し、青熱脆化下限温度以下での高温域においても生じる可能性がある。同時
に後述する塑性流動性の容易化にも配慮すると、１３０℃付近を中心とした１００～１５
０℃の温度域制御が好適である。
【００６３】
・塑性流動容易化
　鍛造加工は、主として圧縮力による材料変形によって進捗するものであるから、いかに
純ニオブ材料のマクロ的な塑性流動を所要の製品形状寸法に沿って均一かつ適切に起こさ
せるかが肝要である。
【００６４】
　そのためには、少しでもマクロ機械的特性のうち全伸び（均一伸び局部伸びの和）で示
される延性（特に均一伸び）に優れることと、変形抵抗を減殺するために強度・流動応力
を低めに保つことが望ましい。そして、既述の炭素や窒素の侵入型原子のミクロな変形歪
に対する固着作用を回避することが望まれる。
【００６５】
　かかる観点から、図６を参照すると、室温を超えた温度（室温を含まない温度）～２０
０℃間の低温域温度制御をすることの肝要性が理解できるのであるが、望ましくは表面酸
化被膜極小化温度について述べた観点とも一致することとなる１３０℃付近の温度域制御
の選択が好ましいといえる。この好適温度は、金属材料の種類によって若干変動する。
【００６６】
かくして、鍛造時のあらゆる曲面部分の形成と高精度化や、表面性状が向上することにな
る。開発研究実験と理論的指導原理から導かれた本発明、即ち純ニオブ材料の全プレス加
工化を実現した技術は、これまで知られていない。
【００６７】
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・微細結晶純ニオブ材の選択
　これには二つの考慮を払うべき観点がある。第１点は、厚肉純ニオブ板材５ａと金型間
で起こる焼付き（凝着）現象回避の観点である。純ニオブは通常再結晶熱処理による結晶
粒成長速度が大きく、数１００μｍ程度の粗大粒を呈するのが一般である。
【００６８】
　これは、本願用途に使用する純ニオブが３００ＲＲＲ以上の高純度（炭素や窒素等の侵
入型不純物元素の含有率が数ｐｐｍ程度）ゆえ、結晶粒界移動阻止作用が小さいことと、
ニオブ原子の体拡散が容易なことによるものと推察される。
【００６９】
　被加工材料の結晶組織が粗大粒からなると、その表面と金型表面との間に、原子のラン
ダムウオークによる交互作用が、細粒材の場合よりも確率的に増大するので、化学反応も
生じやすくなり、焼付きや摩耗現象が促進されるものとの推定原理によって、数１０μｍ
の細粒結晶の純ニオブ素材を用いることによって焼付き（凝着）現象を低減させるもので
ある。
【００７０】
　純ニオブ素材の結晶粒径が焼付き・凝着の原因のひとつであることはこれまで知られて
いない。また、結晶粒径を数１０μｍオーダーに調整する技術も開示されていない。
【００７１】
　もう１点は、図６の青熱脆化及び時効現象について前記したことからも分かるように、
結晶粒径が如上のように現用の１／１０程度の細粒材を使用することによって、結晶粒界
面積が著しく増大するので、炭素や窒素等の侵入型元素の多くが拡散によって、同じ温度
であっても、結晶粒界に固着（トラップ）され、ミクロすべりの進行を妨げる程度が減少
することである。つまり、同じ温度条件の鍛造加工において、粗粒材よりも細粒材の方が
青熱脆化や時効現象が緩和され、鍛造加工が容易になり、鍛造性も改善されることである
。
【００７２】
・表面改質された金型
　金型と厚肉純ニオブ板材５ａとの焼付き（凝着）防止と金型の摩擦・摩耗対策のため、
金型の表面をＤＬＣや低温窒化あるいは化成処理等で改質する。被加工材が軟質純ニオブ
であることを考慮して、改質層の厚みや下地処理に配慮すると同時に、金型材質の選択に
も配慮する。
【００７３】
・適正潤滑剤
　温度非依存型潤滑性能を有する固形被膜潤滑剤を用いる。例えば、本願発明者のひとり
が関わった、室温～８００℃まで固形被膜の潤滑性能不変な潤滑剤が知られている（特許
文献３）ので、これを用いることで、焼付き・凝着現象が緩和される。なお、特許文献３
に記載の潤滑剤は、焼付き・凝着防止に従来使用されてきた塩素添加潤滑油の人体／環境
への負荷を回避した固形潤滑剤で、加工性のアップにも寄与する。
【００７４】
・サーボ（速度・モーション）制御
この機能は、慣用プレス機に搭載して、プレス機のスライド（ストローク）の速度制御及
びまたはモーション制御を行い、外力の使用要件を変化させ、厚肉純ニオブ板材５ａのミ
クロ的及び又はマクロ的変形モードの親和性を改善し、塑性加工性を向上させることを意
図したものである。
【実施例１】
【００７５】
　以上、本願発明内容について詳細説明をしるしたので、以下、これらに基づく具体的な
実施例を、図６、７を参照しつつ示す。なお本発明は下記実施例に限定されるものではな
い。
【００７６】
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　図７に発明を実施するための設備・装置の外観写真を示した。主たる装置はプレス機で
あり、慣用プレス機に電気式（ＡＣ）サーボ機構を搭載し、さらにサーボダイクッション
及びマルチアクションダイを取り付けた。基本的にはコストパフォーマンスの観点から、
実施例では単発加工とした。即ち、素形品５ｂの加工のための新せん断打抜き加工と仕上
げ処理前の製品加工のための新鍛造加工を、適当な個数ごとに分けて行った。（いうまで
もなく量産時には２台のプレス機で連続加工を行うこととなる）。
【００７７】
　そのために、途中でせん断打抜き用金型と鍛造用金型を交換した。金型重量物の交換に
はＱＤＣを用いた。実施例のための金型材質はＳＫＤ１１とし、表面改質はＤＬＣとし、
改質層の厚みは約２μｍである。潤滑剤には固形潤滑剤Ｇ２５７８Ｔ（日本工作油（株）
製）を使用した。これら型材・表面改質・潤滑剤は、せん断打抜き加工と鍛造加工共用で
実施した。
【００７８】
　新せん断打抜き加工の冷却制御及び新鍛造加工のための加熱制御用に、図７に示した温
度制御装置７を使用した。温度制御範囲は－２０～＋３００℃であり、冷却は非フロン冷
媒、加熱は金型７ａに埋入した電気ヒーターを、それぞれ用いた。厚肉純ニオブ板材５ａ
と金型の温度制御には若干の時間差が生じたが、特段の問題はなかった。
【００７９】
　純ニオブ被加工材としては、板厚１０ｍｍの厚肉純ニオブ板材を使用した。このものは
数回のＥＢＭ（電子ビーム溶解）を施したのち、インゴットの分塊圧延及び厚板圧延を行
い、脱スケール後に真空焼鈍したものである。材料ミルシート（検査表）によれば、不純
物固溶原子の炭素、窒素、酸素等はすべて数ｐｐｍのレベルで、ＲＲＲ（電気抵抗に関係
する指標で、数値が大きいほど高純度材であることを示す）は３４１であった。同族（元
素周期表の第５族）のタンタル含有量は２８０ｐｐｍであった。金属結晶粒径は大略１０
０～３００μｍ径で、ほぼ等軸粒である。結晶方位集合組織の測定は行われていない。硬
さを測定したところ、ビッカース硬度で約９０であった。
【００８０】
　実施例の条件は以下のようである。
（１）せん断打抜き加工：（微小）クリアランス４０μｍ；板押え荷重（Ｐｂ）２０トン
；板押え面圧１４０ｋｇ／ｃｍ＾２；束縛荷重（Ｆ）は面圧に同じ；打抜き荷重（Ｐｆ）
９０トン；逆押え荷重（Ｐｐ）１３トン；速度２００ｍｍ／ｓｅｃ；冷却温度０℃；サー
ボモーションはストレート；連続加工個数５０個。
【００８１】
（２）鍛造加工：鍛造加工荷重１６０トン；鍛造速度０．５ｍｍ／ｓｅｃ；鍛造金型の素
形品５ｂワークのオフセット量０．２ｍｍ；加工温度１３０℃；連続加工個数５０個。
【００８２】
　以上の条件にて、本発明に従って、厚肉純ニオブ板材５ａから多数個のＨＯＭアンテナ
５の新せん断打抜き方法と、それに続く新鍛造方法によって行った実施加工品５ｂ及び５
ｃのうち典型的な例を図８に示す。
【００８３】
　図８（Ａ）に、せん断打抜き素形品５ｂを示したが、板厚１０ｍｍに達する加工難度の
高い軟質厚肉純ニオブ板材５ａのせん断打抜きが、特段の問題が全くない状態で実施でき
た。もちろん、ウォータジェット素形品加工における砥粒の埋入は皆無であり、この問題
を完全に解決することができた。
【００８４】
　図８（Ｂ）に、（Ａ）からの継続加工である新鍛造方法による鍛造後（仕上げ（切削）
処理前）の製品（加工品５ｃ）を示したが、この場合も前記縷々しるした手段・条件の適
用によって所要の形状寸法を有する加工品が、再現性をもって製造可能であることが示さ
れた。
【００８５】
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　相当の個数を鍛造加工したが、従来法の冷間鍛造で発生した「ネッキング」の発生は皆
無であった。図８には、（Ａ），（Ｂ）それぞれの長さ寸法及び板厚寸法をしるしている
が、これらは十分この後の仕上げ処理に問題のないことを確認している。
【００８６】
　特に、板厚が鍛造によって、１ｍｍ減少し、長さ寸法も減少しているが、これらは想定
内であり、前記したように金型で設計図に対するオフセット量を適正に考慮したゆえんで
ある。
【００８７】
　以上の実施例から判断できるように、本願発明の適用によって、厚肉純ニオブ板材５ａ
からＨＯＭアンテナ５の加工品を、従来の切削やウォータジェットを回避した、仕上げ処
理を除く製造工程をすべてプレス加工方法へ工法転換することが可能であるとの結果を得
た。従って、大きなネックであった加速空洞部品の素材歩留りの減少、コスト低減、量産
性の向上等の実現が可能になった。
【実施例２】
【００８８】
　次に、本発明の一例として、ディーゼルエンジン用可変翼型ターボチャージャーの重要
部品であるノズルベーン１０（図９（Ｃ））の、新せん断打抜き加工法及び新鍛造加工法
を用いた製造（成形）方法について説明する。
【００８９】
　図９（Ａ）に示す素形品８は、板厚１０ｍｍのステンレス鋼板（ＳＵＳ３１０Ｓ＝２５
Ｃｒ－２０Ｎｉ－０．０６Ｃ）の圧延材に、新せん断打抜き加工法を適用して得られる。
この時点で、素形品８は、打ち抜かれた平坦なＴ字形状の板状である。これが次工程で、
翼９ａに鍛造成形される翼部８ａと、笠９ｂ及び軸９ｃに鍛造成形される軸部８ａからな
る製品とするのが本発明である。
【００９０】
　従来のノズルベーンの素形品は、ファインブランキング（ＦＢ）や転造で成形されるこ
とが多いが、ＦＢ装置の導入コストが高いこと、高い運転技術を要することから、割高の
製品になっている。同時に、次工程（冷間鍛造や転造加工）にも、高い成形難度・歩留・
コスト等の問題が避けられない。
【００９１】
　一般的には、本製品の製造手段として、鋳造用ステンレス鋼のＳＣＳ２１（２５Ｎｉ－
２０Ｃｒ－０．３Ｃ）を用いた「精密鋳造」法が採用される。しかし、この場合、例えば
本製品の生産量は数１０万個／月といわれ、精密鋳造による生産には量産性・コスト・納
期・流通など困難な課題が山積している。また、ＳＣＳ２１は、Ｃを多量に含有し、使用
中の温度変化で、Ｃｒ炭化物や、σ相非金属介在物もしくはラーベス相を生成し、耐酸化
性が低下して可動不良や耐久性の劣化を招く懸念があり、また、鋭敏化（粒界腐食）及び
脆化（劈開破壊・粒界破壊）の恐れがある。
【００９２】
　図９（Ｂ）、（Ｂ‘）に示す鍛造品９は、塑性流動を利用した新鍛造加工法を素形品８
に適用して得た。図９（Ｂ’）は、図９（Ｂ）の翼９ａ側からの写真である。ここでは、
鍛造温度を１５０℃　とし、サーボ制御を行って、笠９ｂを一部打抜きとの合せ技で鍛造
成形するとともに、特殊な形状の翼９ａを鍛造する。なお、部品によっては、新鍛造加工
で最終製品となる。ノズルベーンでは、次の切削加工を施して完成品になる。
【００９３】
　図９（Ｃ）に示すノズルベーン１０は、鍛造品９に、必要な切削を施し、切削部１０ａ
、１０ｂを形成して完成とした。以上の工程で、生産性、経済性を具備したノズルベーン
の製造が可能になる。なお、部品によって、最適、必要な種々の研磨等によって仕上げ加
工を施し、完成品とする。
【００９４】
　その他、例えば、現在ファインブランキング法で製造している安定高級ステンレス鋼（
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ＳＵＳ３１０Ｓ、あるいはＳＵＳ３１６Ｌなど）を素材としたノズルベーン・リンクプレ
ート・スライドジョイントなどの自動車ターボチャージャー（過給機）部品へ適用すれば
、高温・長時間使用における出力やトルクおよび排ガスの有効利用や浄化機能に資するこ
とができる。
【００９５】
　以上から、本発明技術は、温度・速度・外力などを組み合わせた新技術を、材料工学と
塑性加工学の活用・融合の観点から見いだし、そのための具体的な新たな手段の創出に至
ったものである。
【００９６】
　最も大きな特有な効果として、現用のファインブランキング精密打抜き法に取って替わ
る可能性を知見したことである。具体的にいえば、ファインブランキング専用機への投資
に比べて、格段に安価な対応・手段で、即ち、各メーカーが、既に所有している汎用プレ
ス機のモディファイと温度制御機構の準備とからなるハード設備を、煩雑な作業技術を必
要とせずに、またファインブランキング用の高価な特殊金型を準備しなくても、高精度の
新たな精密新せん断打抜き加工法を用いた金属製品の製造方法を実現した。ファインブラ
ンキング加工機をすでに所有していて、減価償却が済んでいる加工メーカーと比較した場
合でも、中期的な時間経過においてみれば、新せん断打抜き加工によるほうが優位性を示
す。
【００９７】
　以上のように、微小クリアランスにおけるせん断加工、特に材料の変形工学、塑性加工
学のなかの分離せん断加工に関する巨視的な塑性力学、熱処理およびサーボ機構並びにそ
れらと材料加工変形との相互作用に関する技術の考察・実験により、鉄鋼材料を含む種々
の金属材料につき、厚さ１０ｍｍ程度までの種々の材料を、所要の寸法精度・ダレやバリ
（かえり）が極小の良形状性・良表面性状・打抜き側面の１００％せん断面確保・板厚変
化と分布・ループ内側の局所小Ｒ出しなどを、材料の塑性流動に配慮した適正なせん断打
抜き条件において、打抜き品を製造することができる。
【００９８】
　その結果、本発明は、異形高精度を要する精密打抜き部品、製品を、高価な専用プレス
機を必要とするファインブランキング法によらずに、慣用プレス機および金型に冷却治具
・装備を併設し、ストロークや面圧自動制御及び背圧を含めた３軸外力制御用サーボ機能
をもたせて、精密せん断分離加工を可能にしたものである。
【００９９】
　高価で使用難度の高いファインブランキング法を使用しなくても、せん断打抜き時の材
料の高速抜熱・面圧制御・材料移動と圧縮抵抗等を考慮することにより、形状・寸法精度
の高い部品・製品・素形品の製造が、微小さん幅・良材料歩留状態下で可能になる。
【符号の説明】
【０１００】
１　　　　超伝導高周波加速空洞
２　　　　センター部品
３　　　　エンドグループ部品
３ａ　　　ビームパイプ
３ｂ　　　ポートパイプ
３ｃ　　　ＨＯＭカプラー
４　　　　ＨＯＭカップ
５　　　　ＨＯＭアンテナ
５ａ　　　厚肉純ニオブ板材
５ｂ　　　素形品
５ｃ　　　加工品
６　　　　束縛手段
６ａ　　　ダイ
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６ｂ　　　板押え
６ｃ　　　ポンチ
６ｄ　　　逆押え
６ｅ　　　微小クリアランス
６ｆ　　　束縛治具
６ｇ　　　束縛治具
６ｈ　　　束縛治具
Ｐｆ　　　打抜き荷重
Ｐｂ　　　板押え荷重
Ｐｐ　　　逆押え荷重
Ｆ　　　　束縛荷重
Ｆ１　　　第一側面束縛力
Ｆ１’　　反荷重
Ｆ２　　　第二側面束縛力
Ｆ２’　　反荷重
７　　　　サーボプレス機
７ａ　　　金型
７ｂ　　　温度制御装置
８　　　　素形品
８ａ　　　翼部
８ｂ　　　軸部
９　　　　鍛造品
９ａ　　　翼
９ｂ　　　笠
９ｃ　　　軸
１０　　　ノズルベーン
１０ａ　　切削部
１０ｂ　　切削部
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